
日本学術会議情報学委員会第 24 期第 1回委員会議事要旨 

日時 2017 年 10 月 4日（水） 10:00-11:40 

場所 日本学術会議 5階 5-D 会議室 

出席者（敬称略） 相澤彰子 相澤清晴 荒川薫、柴山悦哉、谷口倫一郎、徳田英幸、 

徳山豪、萩田紀博、東野輝夫、美濃導彦、山本里枝子 

欠席者（敬称略） 大倉典子、宮地充子（13 名中 11 名出席） 

配布資料（添付省略） 

資料１ 第 24期分野別委員会 役員名簿 

資料２ 第 23期委員会等申し送り一覧 

資料３ 第 24期分野別委員会分科会 世話役一覧 

資料４ 連携会員説明会日程案について 

資料５ 日本学術会議会則第 27 条第 2項の委員会決定（第 23 期） 

資料６ 日本学術会議会則第 27 条第 2項 

参考資料 分野別委員会会議室一覧 

議題 

1. 役員の選出

・ 互選により，徳田委員が委員長に選出された．

・ 徳田委員長より、副委員長には東野委員、幹事には相澤彰子委員と相澤清晴委員が指名

され，各委員が同意した．

・ ウェブ担当・ML 管理は東野委員から相澤彰子委員が引き継ぐ

2. 分科会の世話人の決定

・ 第 23期からの申し送りに基づき、継続（再編成の場合を含む）となる各分科会に対し、

次の通り世話人を決定した（敬称略）。

① 情報ネットワーク社会基盤分科会 （東野）

② 国際サイエンスデータ分科会 （荒川）

③ e-サイエンス・データ中心科学分科会（⑥に統合）

④ 情報科学技術教育分科会 （徳山）

⑤ ユビキタス情報認識社会基盤分科会 （徳田）

⑥ IT メディア社会基盤・メディアアーカイブ分科会（③と統合して名称変更）

（相澤清晴）



⑦ 環境知能分科会 （荒川） 

⑧ 安全・安心社会と情報技術分科会 （柴山） 

⑨ ソフトウェア学分科会 （山本） 

⑩ IT の生む諸課題検討分科会 （東野） 

 提案書の作成は、世話人と委員長に一任することが決定された。 

 世話人は、事務局の駒木さんとやりとりをして、次回の幹事会の２週間前（10 月

開催の場合には 10 月の中旬）までに、提案書を作成する。早期の設置に向けて、

分科会の名称だけは先に決定する。 

 世話人は、分科会に参加する連携会員のリスト（氏名、所属、電子メールアドレス）

を集める。Cc で幹事にも送る。 

 電子メールリストについて、学術会議が集めた連絡用のものを流用するためには、

ご本人の同意が必要 

・ 分科会の再編や名称変更の可能性と今後の活動内容について議論を行い、次のような意

見が述べられた． 

 「国際サイエンスデータ分科会」では国際シンポジウムを企画しているため、立

ち上げを急いでいると聞いている。世話人は確認する。 

 「e-サイエンス・データ中心科学分科会」の第 24 期での進め方については、第

23 期委員長にまずご意見を伺って検討する。 

 「IT メディア社会基盤・メディアアーカイブ分科会」は「ビッグデータ分科会」

に名称変更する可能性を検討する。場合によっては「e-サイエンス・データ中心

科学分科会」との再編も考えられる。 

 「ITの生む諸課題検討分科会」は、なるべく横ぐしであることが望ましいことか

ら、各分科会の委員長の先生には、はいっていただく。 

 「e-サイエンス・データ中心科学分科会」と「ITメディア社会基盤・メディアア

ーカイブ分科会」の統合および新分科会の名称については、世話人に一任される

ことになった。 

 

３．連携会員説明会について 

 連携会員に対して情報学委員会の分科会の概要を説明し、所属する分科会を決定する

際の参考にしてもらう。 

 10/30 (10-12)の場合、代理出席 相澤清晴委員、11/2 の場合 徳田委員長となった。 

  

４．日本学術会議会則第 27 条第 2項の取り扱いについて 

 資料 5のままとすることが決まり、（別紙 3）として添付の通りとなった。 

 

５．その他 



 情報学シンポジウムは、2018 年 1 月 11 日に開催することを承認し、事務局に午前・午

後の講堂の予約を依頼した。 

 

以上 文責 幹事 

  



                              （別紙３） 

平成 29 年 10 月 4 日 

情報学委員会決定 

 

日本学術会議会則 27 条第 2項に基づく委員会決定 

 

日本学術会議会則 27 条第 2項に基づき、当委員会に設置される分科会の議決は、当委員

会の議決とする。ただし、当委員会の委員長が当委員会における議決を必要と判断した場

合はこの限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考） 

日本学術会議会則（抄） 

第 27 条 

２ 委員会は、その定めるところにより、分科会の議決をもって委員会の議決とすることができる。ただ

し、法第 4条の諮問に対する答申及び法第 5条の勧告並びに第 2条に規定する意志の表出（提言及び報告

を除く。）に関してはこの限りでない。 

 


